
 

 

２ 循環型地域医療連携システム（各論） 

（１） がん 

ア  施策の現状・課題 

千葉県の死因別死亡割合は、昭和５７年から悪性新生物（がん）が第１位で 

あり、千葉県のがんによる死亡者数は、平成９年に年間１万人を超え、高齢化 

の進展ととも に増加し、令和４年には１８，２３９人となりました。県内の年間 

死亡者総数（７２，２５８人）に占める割合は、２５．２％となっています。 

令和４年に千葉県で悪性新生物（がん）により亡くなった方の部位別死亡数（上 

位３部位）は、男性では、１位は肺がん（２，５３５人）、２位は大腸がん 

（１，３９６人）、３位は胃がん（１，３８２人）であり、女性では１位は肺が 

ん（１，０３６人）、２位は大腸がん（１，０８４人）、３位は膵臓がん 
（８７０人）となっています。 

 

図表 5-1-2-1-1 千葉県の主な死因の死亡率（人口10万対）の年次推移 

 
出典：令和4年人口動態統計（厚生労働省） 

図表 5-1-2-1-2 千葉県のがんによる死亡者数の年次推移 

 
資料：令和4年人口動態統計（厚生労働省） 

 

（人） 
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また、令和４年の死因別の死亡割合を年齢階級別に見ると、１０歳から３９歳 

までの若い世代では自殺が多く、４０歳から悪性新生物（がん）と心疾患の死亡 

割合が増加してることがわかります。４０歳から８９歳までの年齢において、死 

因の第１位は悪性新生物（がん）となっており、５０歳から死亡割合は急激に増 

え始め、６０歳から７４歳では約４割となっています。８０歳以降は、老衰によ 

る死亡割合が急激に増加する一方、悪性新生物（がん）による死亡割合は減少し 

ていきます。 

 

図表5-1-2-1-3 年齢階級別死因別死亡割合 

 
資料：令和４年人口動態統計（厚生労働省） 

令和４年の千葉県の７５歳未満年齢調整死亡率*は、男性８１．３、女性５４．５、 

総数６７．５であり、総数は全国の６７．４と同程度となっています。県の目標 

である男性８３．５については達成したものの、女性４９．０、総数６５．７につ 

いては未達成であり、さらなる減少が必要な状況です。 
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図表 5-1-2-1-4 千葉県の７５歳未満年齢調整死亡率（人口10万対）の推移 

 
 

資料：都道府県別死亡データ（国立がん研究センター がん対策情報センター 

〔がん予防の普及・啓発〕 

がんの予防にあたっては、科学的根拠に基づくがん予防法によることが重要です。 

図 5-1-2-1-5 がんの予防法「日本人のためのがん予防法（５+１）」 

 

これまでの研究から、がんの原因は喫煙（受動喫煙*を含む）、過剰な飲酒、運    

動不足、肥満・やせ、野菜・果物摂取不足、食塩等の過剰摂取などの生活習慣 

を改善することにより、ある程度、がんは予防できることがわかっています。 

喫煙が肺がんをはじめとするさまざまながんの原因となることや、「受動喫 

煙*」が肺がんの原因となることが、これまでの研究で明らかとなっています。 

しかし、県が令和３年度に実施した「生活習慣に関するアンケート調査*」では、 

本県の成人喫煙率は、男性２１．９％、女性６．９％であり、男女ともに、県の目 

標（男性２０％以下、女性５％以下）を達成していません。 

県は、引き続き、「喫煙率の低下」はもとより「受動喫煙*にさらされる状況 
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の改善」についても、対策を着実に実行していく必要があります。 

栄養・食生活は、多くの生活習慣病の予防・重症化予防のほか、やせや低栄養 

等の予防を通じた生活機能の維持・向上の観点からも重要です。しかし、令和３ 

年度「生活習慣に関するアンケート調査*」では、男女ともに約半数が「野菜を（あま 

り・ほとんど）を摂取していないと思う」と回答しており、野菜の摂取量が不足して 

いる層に向けた対策が必要です。 

また、飲酒は口腔、咽頭、喉頭、食道、大腸、肝臓、乳房のがんのリスクを上 

げると報告されています。しかし、同調査では、生活習慣病のリスクを高める量（１ 

日当たりの純アルコール摂取量 男性４０g以上、女性２０g以上）を飲酒している 

者の割合は、男性２１.５％、女性２９.３％であり、平成２７年度の同調査（男性 

１６．２％、女性２６．２％）から悪化していることがわかりました。飲酒量によりがん 

のリスクが高まることについて、科学的根拠も示しながら、より一層の周知啓発を図 

る必要があります。 

さらに、仕事や運動などで身体活動量が高い人ほど、がん全体の発生リスクが 

低くなるということが報告されていますが、同調査では、男性の３０～５９歳の約 

２８％、女性の３０～４９歳の約２５％が日頃から体を動かすことをしていないと回 

答し、割合が最も高くなりました。男女ともに、働く世代への取組が重要です。 

また、ウイルスや細菌の感染は、男性では喫煙に次いで２番目に、女性では最 

も大きく発がんに寄与する因子となっています。 

発がんに大きく寄与するウイルスや細菌としては、子宮頸がんと関連するヒト 

パピローマウイルス（以下「ＨＰＶ」という。）、肝がんと関連する肝炎ウイルス、 

成人Ｔ細胞白血病と関連するヒトＴ細胞白血病ウイルス１型（以下「ＨＴＬＶ－ 

１」という。）等があり、これらの感染症への対策を継続していく必要があります。 

 

〔がん検診の受診率向上と精度管理*〕 

県が目標とする「がん検診受診率５０％以上」を達成するために、これまで、 

県、市町村、関係機関連携のもと、県民向けのがん予防展、がん講演会の開催を 

はじめとする普及啓発活動や、受診者の利便性の向上、がん検診受診対象者に直 

接がん検診の受診をお知らせする個別勧奨・未受診者への再勧奨、検診の無料ク 

ーポン配布による受診の動機付けなど、様々な取組を行ってきました。 

しかし、令和４年の本県のがん検診受診率は、胃がん、肺がん、大腸がん、乳    

がん、子宮頸がんのいずれも全国平均を上回っているものの、胃がん、大腸がん、 

子宮頸がんの３つのがん検診について、県が目標とする５０％以上を下回って 

います。 
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図表 5-1-2-1-6 千葉県のがん検診受診率の推移 

 

 

また、精密検査については、未受診者への郵送や電話などによる再勧奨の取組が   

市町村で実施されていますが、本県の令和２年度の精密検査受診率（精密検査受診 

者数/要精密検査者数）は、大腸がんを除き、全国平均上回っているものの、乳がん 

を除き県が目標とする「受診率９０％以上」を達成していません。 

図表 5-1-2-1-7 千葉県の精密検査受診率の推移 

 
県民ががん検診について正しい認識を持ち、積極的な受診行動につながる環境を 

創るため、科学的かつ効果的な受診勧奨や普及啓発、すべての県民ががん検診を受 

診しやすい検診体制の整備について、市町村や関係団体と連携し、一層強化してい 

く必要があります。 

また、がん検診によってがん死亡を減らすためには、死亡率減少効果が科学 

的に証明されているがん検診を、徹底した精度管理*の下で正しく実施すること 

が重要です。県では、集団検診機関及び個別検診機関において、国のチェック 

リスト*に基づく精度管理調査を実施し、がん検診の質の向上を図っているとこ 

ろですが、各検診機関が継続的に調査を実施し、調査結果をもとに改善を図る 

ことにより、がん検診の精度を高めていく必要があると考えています。 

 

〔がん医療の充実〕 

      千葉県では、高度で専門的ながん医療を提供する体制を構築するため、がん診      

療連携拠点病院*、地域がん診療病院*、国立がん研究センター東病院及び千葉県 

（％）

全　国 千葉県 全　国 千葉県 全　国 千葉県 全　国 千葉県 全　国 千葉県 全　国 千葉県

胃がん(X線) 81.4 82.9 81.7 85.3 82.0 84.9 82.4 86.9 81.4 84.5 81.7 85.2
肺がん 78.6 72.8 76.8 82.4 82.9 81.1 83.3 81.0 83.4 82.9 82.7 83.3

大腸がん 66.0 54.0 68.5 66.0 68.6 65.8 69.3 67.4 68.9 67.4 68.6 67.3
乳がん 86.0 87.1 87.9 92.2 88.9 91.9 89.3 92.1 89.6 90.4 90.1 91.7

子宮頸がん 70.4 67.3 75.4 75.2 75.2 73.7 75.4 77.2 74.8 77.5 76.6 77.9
資料：地域保健・健康増進事業報告

部　位
平成２５年 平成２８年 令和元年平成２９年 平成３０年 令和２年

出典： 国民生活基礎調査（千葉県分）40～69 歳（過去 1 年、胃がんは H22,25,28 は 40～69 歳・過去 1 年間の受診率、 
R1,R4 は 50～69 歳・過去 2 年間の受診率、乳がんは過去 2 年、子宮頸がんは 20～69 歳・過去 2 年） 
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がんセンター （以下「拠点病院等」という。）を中心として、がん医療の質の向 

上や均てん化*に向けた取組が進められてきました。  

がん診療連携拠点病院*では、我が国に多いがん（大腸がん、肺がん、胃がん、乳 

がん、前立腺がん及び肝・胆・膵のがん）を中心に、手術、放射線療法及び薬物 

療法を効果的に組み合わせた集学的治療*や、がん患者へのリハビリテーション 

及び緩和ケア*を提供 する体制を有し、各学会の診療ガイドラインに示された標 

準治療*等がん患者の状態に応じた適切な治療を提供するとともに、地域の患者・ 

家族に対する相談支援、セカンド・オピニオン*などを行っています。 

地域がん診療病院*は、がん診療連携拠点病院*のない二次医療圏に整備され、隣 

接する地域のがん診療連携拠点病院*と連携し、専門的ながん医療を提供する役割 

を担っています。 

また、県では、拠点病院等を補完し、地域における診療連携体制の一層の強化 

を図ることを目的として、特定の部位において、がん診療連携拠点病院*に準じる 

病院を「千葉県がん診療連携協力病院*（以下、「協力病院」という。」として指定 

しています。 

さらに、都道府県がん診療連携拠点病院*である千葉県がんセンターを事務局 

として、拠点病院等、協力病院、医療関係団体、患者団体、県等で構成される「千 

葉県がん診療連携協議会」を設置し、各がん診療機能について専門部会（教育研 

修専門部会、院内がん登録専門部会、緩和医療専門部会、相談支援専門部会、地 

域連携・臓器別腫瘍専門部会、小児がん専門部会、がんゲノム医療専門部会）を 

設け、千葉県全体のがん医療等の質の向上、県内のどこに住んでいても質の高い 

がん医療を提供できる体制整備を進めてきたところです。 

一方、がんの診断・治療技術の進歩、がん患者の療養生活の多様化等により、 

地域のがん医療に求められる役割は、今後、一層増していくと考えられ、国の対 

策と連動を図りながら、がんの状態に応じた適切ながん医療や支援等を受けるこ 

とができるよう、様々な課題に取り組む必要があります。 

 

〔がんと診断された時からの緩和ケア*の推進〕 

拠点病院等では、がんの診断時から適切な緩和ケア*が提供されるよう、専門 

的な知識及び技能を有する医療従事者で組織された緩和ケアチーム*の組織や 

外来において専門的な緩和ケア*を提供できる体制の整備が進められてきまし 

た。 

千葉県がん診療連携協議会の緩和医療専門部会では、千葉県がんセンターが中 

心となり、緩和ケアチーム研修会や緩和ケア提供体制に関する調査の実施等、 

県内の緩和ケアチーム*の質の向上に取り組んでいます。また、県の施策とし 

ても、地域で緩和ケア*に携わる医師、看護師、薬剤師等の医療職、介護職等を 

対象とした研修会を開催し、緩和ケア*を提供する人材の育成を図っているとこ 

ろです。 

緩和ケア*は、全人的なケアが必要な領域であるため、多職種が互いの役  割 

や専門性を理解し、共有することが可能な体制を整備し、連携を促進していく 

ことが必要になります。院内の緩和ケア*の診療機能を十分発揮できるようにす 
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るため、院内のコーディネート機能や、緩和ケアの質を評価し改善する機能を 

持つ「緩和ケアセンター」の機能をより一層強化することが求められています。 

「緩和ケアセンター」のない拠点病院等においても、同様の機能を担える体制 

づくりに努めていく必要があります。 

 

〔希少がん*・難治性がん〕 

希少がん*は、他のがんに比べて、それぞれの疾患の診断や治療、研究に携       

わる人材等に乏しく、診療の体制も十分に整えられていない状況にあります。 

また、早期発見が困難であり、治療抵抗性が高く、転移・再発しやすい等の性 

質を持ち、５年相対生存率が改善されていない膵がんやスキルス胃がんのよ 

うな、いわゆる難治性がんは、有効な診断・治療法が開発されていないことが 

課題となっています。 

 

〔小児がんおよびＡＹＡ世代のがん対策〕 

小児期にがんに罹患したがん経験者について、晩期合併症*などの長期フォロ 

ーアップや移行期支援など、ライフステージに応じて、成人診療科と連携した 

切れ目ない相談支援体制を構築することが求められています。 

ＡＹＡ世代に発症するがんについては、その診療体制が定まっておらず、小児 

と成人領域の狭間で患者が適切な治療が受けられない恐れがあります。 

また、年代によって、就学、就労、妊娠等の状況が異なり、患者視点での教育・ 

就労・生殖機能の温存等に関する情報・相談体制等が十分ではないことから、個々 

のＡＹＡ世代のがん患者の状況に応じた多様なニーズに対応できるよう、情報提 

供、支援体制、診療体制の整備等が求められています。 

人生の最終段階における療養場所として、自宅や地域で過ごすことを希望し 

ているＡＹＡ世代のがん患者は、利用できる公的支援制度に限りがある等の 

理由から、在宅で療養することを希望しても、患者やその家族等の身体的・精 

神心理的・経済的な負担が大きいことが指摘されています。 

 

〔高齢者のがん対策〕 

高齢のがん患者については、認知機能低下により、身体症状や意思決定能 

力、治療のアドヒアランス、有害事象の管理などに影響を及ぼす可能\性があ 

ることや、認知症の進行により日常生活における支援が必要となることなど 

が指摘されており、身体的な状況や社会的背景などに合わせた様々な配慮を 

していく必要があります。 

また、高齢のがん患者については、認知症の発症や介護の必要性など、家 

族の負担が大きくなることから、家族等に対する早期からの情報提供・相談 

支援体制が必要であり、本人の意見を尊重しつつ、これらに取り組む必要が 

あります。 

 

〔口腔ケア*に関する医科歯科連携〕 

がん治療においては、手術や、放射線療法、化学療法等の副作用による免疫力 
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の低下などにより、口腔内の衛生状態の悪化や口内炎等により口腔内の働きが 

障害を受けやすくなるため、治療前から継続的で適切な口腔ケア*を行うことが 

重要です。 

そのため、拠点病院等と歯科診療所が連携し、がん治療を開始する前に適切 

な口腔ケア*を受けられるための体制を整備するとともに、その後も継続した口 

腔ケア*を受けるための医科歯科連携の取組が推進されることが必要です。 

 

〔相談、情報提供、患者の生活支援〕 

拠点病院等に設置された「がん相談支援センター*」では、がん専門相談員（専 

門的な研修を修了した看護師やソーシャルワーカーなど）が、がん患者やその 

家族等の不安や疑問・治療選択の悩み等の様々な相談に対応しています。 

しかし、年々、相談件数が増加しているとともに、相談内容も、様々な要素を 

含む複合的なものとなってきており、がん相談支援センター*で相談に携わる人 

材の増員並びに適切な配置や相談員の資質向上が必要です。また、がん相談支 

援センター*の存在の認知度向上、及び知っていても利用に結びついていないが 

ん患者やその家族等に同センターの支援機能を正しく知ってもらう取組が必要 

です。 

県では、県内のがん情報をとりまとめたサイト「千葉県がん情報 ちばがん 

なび*」（以下、「ちばがんなび」という。）を開設し、患者やその家族、医療・介 

護従事者等が、必要かつ正しい情報にアクセスできる環境整備と掲載情報の充 

実に取り組んできましたが、令和５年に県が実施した「医療に関する県民意識 

調査」では、約９割がちばがんなび*を「知らない」と回答しており、認知度向 

上と利用促進に向けた取組を一層強化していく必要があります。  

がん医療の進歩により、働きながらがん治療を継続するがん患者・経験者が 

増えてきたことから、がんになっても活き活きと働き、安心して暮らせる社会 

の構築が重要です。 

そのため、働く世代のがん患者の離職防止や再就職のための就労支援を充実 

させていくことが強く求められており、誰もががんと診断されても仕事を辞め 

ることなく、復職・就労継続をしやすい職場環境づくりにも注力する必要があ 

ります。 

がんの治療と社会生活を両立する上で、がん治療（薬物療法や放射線治療） 

による外見の変化（頭髪の脱毛や、皮膚や爪の変化、手術による傷など）に 

対する患者の苦痛を和らげるための医療現場におけるサポートの重要性が 

認識されています。 

外見変化が予想される治療をする患者全てが、治療のプロセスにそった適 

切な時期に適切な情報を得られ、また、困った時に相談支援にアクセスでき 

ること、アピアランスケア*の視点と知識を持つケア提供者の育成が必要です。 

また、ウィッグや胸部補整具等の購入・レンタルにあたっては、その費用が 

患者や家族の経済的負担になるだけでなく、アピアランスケア*への心理的なハ 

ードルを上げることにもつながり、患者のＱＯＬ*向上のためにも経済的支援等 

の対応が必要です。 
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〔地域緩和ケアの推進〕 

がんと診断された時から最期を迎えるまで、患者と家族の希望に応じて、 

入院時、外来、在宅のいずれにおいても、適切な緩和ケア*を提供できる体制 

を構築するため、拠点病院等を中心に、緩和ケアを迅速に提供できる診療体 

制の整備や、専門的緩和ケアの体制整備と質の向上を推進してきました。 

また、地域の実情に応じた在宅緩和ケア*の提供体制の充実にあたっては、 

在宅緩和ケア*を担う医療・介護関係者等の育成を行う必要があることから、 

県では、国の指針に基づく緩和ケア研修に加え、地域の開業医や訪問看護師、 

介護従事者等を主な対象とした研修会を、地域緩和ケア支援事業の中で実施 

してきました。 

令和７年（２０２５年）には約３人に１人が６５歳以上の高齢者になると 

見込まれており、家族形態の変化や価値観の多様化を踏まえ、終末期の看取 

りまで視野にいれた体制づくりが求められています。 

 

〔がん研究〕 

現代のがん医療は、日進月歩するがん研究と密接に結びついており、その 

研究の成果はがん医療の効果を左右する非常に重要なものとなっています。 

そのためにも産官学が一体となった総合的・計画的な研究を推進する必要が 

あります。 

千葉県がんセンターのがん研究所では、発がん、がん治療開発、がんゲノ 

ム解析、がん予防等の研究を中心に、関係機関連携により基礎研究・橋渡し 

研究、臨床研究、がん予防のための疫学研究などのがん研究を進めています。 

 

〔人材育成の強化〕 

集学的治療等の提供については、引き続き、手術療法、放射線療法、薬物療法 

及び免疫療法を専門的に行う医療従事者を養成するとともに、こうした医療従 

事者と協力して、がん医療に関する基本的な知識や技能を有し、がん医療を支 

えることのできる薬剤師、看護師等の人材を養成していく必要があります。 

 

図表  5-1-2-1-8 集学的治療とは 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●支持療法 

●緩和ケア
※
 

※栄養サポート 

手術 

放射線治療 薬物療法 
＋ 

資料：国立がん研究センター「がん情報サービス」 
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〔がん教育の推進〕 

こどもの頃から健康と命の大切さについて学び、自らの健康を適切に管理 

るとともに、がんに対する正しい知識、がん患者への理解及び命の大切さに対

する認識を深めることが大切です。こうしたがん教育を推進するため、医師や

がん患者・経験者等の外部講師を活用し、児童や生徒に生活習慣や遺伝子等の

がん発生に関する基本的な情報を含めたがんの正しい知識やがん患者・経験者

の声を伝えることが重要です。 

 

〔がん登録*〕 

全国がん登録*の確実な運用を進めるとともに、登録制度の精度向上の継続的 

な取組が必要です。また、全国がん登録で得られた情報を分析し、自治体レベ 

ルにおける施策の検討などに十分活用していく必要があります。 

院内がん登録*の実施にあたっては、登録業務に精通した人材の確保が課題 

となります。国立がん研究センターではこの専門人材の養成のための研修が行 

われていますが、千葉県がん診療連携協議会においても、院内がん登録実務者 

研修を開催し、拠点病院等や協力病院における登録の推進を図っています。 

 

イ 循環型地域医療連携システム*の構築 

県は、県民が身近な地域で質の高いがん医療を受けられるように、がん診療連 

携拠点病院*、がん診療病院*、協力病院、がん医療や緩和ケア*に対応する医療機 

関、かかりつけ医*、在宅療養支援診療所*、かかりつけ歯科医*、在宅療養支援歯 

科診療所*、訪問看護ステーション*、在宅患者訪問薬剤管理指導料届出薬局*など 

のほか、がん患者の在宅ケアを支援する居宅介護支援事業所*等の連携により、 

がんの循環型地域医療連携システム*を構築し、推進します。 

また、がん診療だけでなく、行政や保険者等によるがん検診やたばこ対策など 

のがん予防施策も含まれます。 

 
〔拠点病院等を中心とした医療連携〕 

がん患者が生活の質を維持向上させ、尊厳を持って生きることのできる地 

域共生社会の実現のためには、拠点病院等と地域の医療機関が相談支援、緩 

和ケア*、セカンド・オピニオン*等に連携して取り組み、患者や家族等への積 

極的な支援の実践が必要です。 

拠点病院等においては、地域のがん医療の拠点として、自ら高度専門的な 

医療を行うとともに、各部位のがん対応医療機関やかかりつけ医*等との連携 

し、退院後の患者が地域で安心して治療を継続できるよう、在宅療養支援診 

療所*・病院、緩和ケア病棟等と協働するためのカンファレンスを開催するな 

ど、切れ目のないシームレスながん医療を提供するための体制整備を進めて 

来ました。 

令和４年８月、拠点病院等の整備指針改定により、「地域の医療機関や  

在宅療養支援診療所等の医療・介護従事者とがんに関する医療提供体制や 

社会的支援、緩和ケアについて情報を共有し、役割分担や支援等について
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検討する場を年１回以上設けること」また、「緩和ケアチーム*が地域の医

療機関や在宅療養支援診療所等から定期的に連絡・相談を受ける体制を

確保し、必要に応じて助言等を行っていること」とされ、拠点病院等を中

心とした地域医療連携体制のさらなる強化が求められています。 

-103-



 

 

図表 5-1-2-1-9 千葉県内のがん診療連携拠点病院等 

 
 

 

  

がん医療水準の向上と地域における医療連携の一層の強化を図ること

を目的として、特定の部位において、がん診療連携拠点病院に準じる病

院を県が「千葉県がん診療連携協力病院」として指定しています。 

● 小児がん拠点病院※と連携して小児がんの医療および支援を提供する病院で、小児がん拠点病院が指定します。 

 「地域の小児がん診療を行う連携病院」、「特定のがん種等についての診療を行う連携病院」、「小児がん患者等の

長期の診療体制の強化のための連携病院」の 3 つの類型があります。 

● 千葉県では、「地域の小児がん診療を行う連携病院」として、次の４病院が指定されています。 

千葉大学医学部附属病院、成田赤十字病院、日本医科大学千葉北総病院、千葉県こども病院 

● 「特定のがん種等についての診療を行う連携病院」として、次の 2 病院が指定されています。 

千葉県がんセンター(骨・軟部腫瘍,脳脊髄腫瘍)、QST 病院（重粒子線治療） 

※小児がん拠点病院 地域において小児がん医療および支援を提供する中心施設として、厚生労働大臣が指定した病院です。 

地域ブロック単位で全国に 15 施設指定されています。（令和５年４月１日現在） 

①～⑮ 

がん診療連携拠点病院等 

（令和5年4月1時点） 

➊～⓯ 
千葉県がん診療連携協力病院 

（令和5年4月1時点） 

□□□□小児がん連携病院 （令和5年9月1時点） 

都道府県がん診療連携拠点病院 

千葉県がんセンター 

国立研究開発法人量子科学 

技術研究開発機構 QST 病院 

千葉県こども病院 
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医療圏 
がん診療連携拠点病院等 

（□□□□は、小児がん連携病院としても指定） 
千葉県がん診療連携協力病院 

全 県 千葉県がんセンター □□□□  

千 葉 
① 千葉大学医学部附属病院 □□□□ 

② 千葉医療センター 

➊ 千葉メディカルセンター （胃がん・大腸がん） 

➋ 千葉市立海浜病院 （胃がん・大腸がん） 

❸ 千葉市立青葉病院 （胃がん・大腸がん） 

東葛南部 

③ 船橋市立医療センター 

④ 東京歯科大学市川総合病院 

⑤ 順天堂大学医学部附属浦安病院 

❹ 千葉県済生会習志野病院 （胃がん・大腸がん） 

❺ 谷津保健病院 （胃がん・大腸がん・乳がん） 

❻ 東京女子医科大学附属八千代医療センター 

（肺がん・胃がん・大腸がん・肝がん・乳がん） 

❼ 船橋中央病院 （胃がん・大腸がん） 

❽ 千葉徳洲会病院  

（胃がん・肝がん・大腸がん・子宮がん） 

東葛北部 

⑥ 松戸市立総合医療センター 

⑦ 国立がん研究センター東病院 

➇ 東京慈恵会医科大学附属柏病院 

❾ 千葉西総合病院 （胃がん・大腸がん・肝がん） 

❿ 小張総合病院 （胃がん・大腸がん） 

⓫ 新松戸中央総合病院 （胃がん・大腸がん・肝がん） 

⓬ 新東京病院 （胃がん・大腸がん） 

印 旛 
⑨ 日本医科大学千葉北総病院 □□□□ 

⑩ 成田赤十字病院 □□□□ 

⓭ 東邦大学医療センター佐倉病院  

（胃がん・大腸がん・子宮がん） 

⓮ 聖隷佐倉市民病院 （胃がん・大腸がん） 

⓯ 国際医療福祉大学成田病院 （肝がん・乳がん） 

香取海匝 ⑪ 国保旭中央病院  

山武長生夷隅 ⑫ さんむ医療センター  

安 房 ⑬ 亀田総合病院  

君 津 ⑭ 君津中央病院  

市 原 ⑮ 千葉労災病院  

 

 
全 県 

国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構 QST 病院 （□□□□ としても指定） 

重粒子線を用いたがん治療に特化し、前立腺がんや頭頸部がんなどの治療や研究に取り組む病院。長

年にわたり重粒子線治療の研究開発に取り組んできた豊富な経験や治療技術も駆使し、副作用の少な

い治療を提供しています。小児がん連携病院（特定のがん種等についての診療を行う連携病院）として

も指定されています。 

 全 県 
千葉県こども病院□□□□ 

千葉県における小児医療の中心的役割を果たす県内唯一の独立型の小児専門医療施設です。 

小児がん連携病院（地域の小児がん診療を行う連携病院）の指定を受けています。 
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ウ 施策の具体的展開 

〔がん予防の普及・啓発〕 

○ 県は、喫煙及び受動喫煙*による健康被害について、正しい知識を普及する 

ため、関係機関連携のもと、科学的知見等に基づく啓発活動や、保育所・幼稚 

園・学校等と協力した喫煙防止教育を推進します。また、施設等における適切 

な受動喫煙*防止対策のため、健康増進法の規制内容や対策について周知を図 

るとともに、対策が不十分な施設への助言・指導などにより早期是正を促しま 

す。 

○ 市町村や飲食店・コンビニエンスストア等の事業者と連携し、野菜の摂取や 

減塩等、県民が適正な食生活を実施しやすい環境整備に取り組みます。 

○ 飲酒の健康影響や「節度ある適度の量の飲酒」などの情報を積極的に発信 

します。 

○ 運動・身体活動の健康への影響・効果について積極的に県民に発信します。 

働く世代を中心に日常生活の中で身体活動を増やす工夫について紹介し、市 

町村や職場等における日常生活で身体を動かす機会を増やせる環境づくりを 

推進します。 

○ 県は、ＨＰＶワクチン関する正しい知識の普及啓発に努め、市町村や検診 

実施機関等の協力のもと、子宮頸がん検診の受診を推進するとともに、肝炎 

に関する啓発支援事業や、全県民が 1 回は肝炎ウイルス検査を受検し、陽性 

者を治療まで繋げる体制等を整備する検査促進事業、肝炎患者へ適切な医療 

を提供できる体制を整備する医療推進事業に取り組みます。また、市町村は、 

妊婦健康診査におけるＨＴＬＶ－１抗体検診を継続実施し、県は、ホームページ 

等により、ＨＴＬＶ－１母子感染対策の普及啓発に取り組みます。 

 

〔がん検診の受診率向上と精度管理*〕 

○ 県は、市町村、検診実施機関、企業、患者団体等と協力して、がんの予防を含 

め、がん検診の必要性や重要性などがんに関する正しい知識の普及啓発を行いま 

す。 

○ 市町村は、がん検診と特定健診*との同時実施や、がん検診の休日実施など、受 

診者の利便性の向上に努め、ナッジ理論等を活用するなど効果的で効率的なが 

ん検診の受診勧奨を推進します。 

○ 全国健康保険協会が実施する特定健診*と市町村の実施するがん検診の同時 

実施を行う市町村数を増加し、受診利便性向上を図るため、県が仲介役を担う」 

ことにより、両者の連携体制の構築に努めます。 

○ 集団・個別両検診機関において、引き続き「事業評価のためのチェックリスト *」 

を活用した精度管理調査を行い、がん検診の実施体制を把握するとともに、各検 

診機関が調査の結果をもとに改善を図ることにより、がん検診の精度の向上に努 

めます。 
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〔拠点病院等を中心とした医療連携〕 

○ がん医療が高度化する中で、引き続き質の高いがん医療を提供するため、地 

域の実情に応じて均てん化*を推進するとともに、持続可能ながん医療の提供に 

向け、拠点病院等の役割分担を踏まえた集約化を推進します。 

○ 拠点病院等を中心に、患者に対するがんの告知や、インフォームド・コンセン 

ト*の取得、セカンド・オピニオン*の提示などが適切に実施されるような体制整 

備、質の高い病理診断や細胞診断を提供するための体制整備を引き続き推進し 

ます。 

○ 拠点病院等は、がん患者の入院時や、在宅療養時など、それぞれの状況に 

おいて必要なサポートを受けられるように、手術療法、放射線療法、薬物療 

法に関わる多職種の各種医療チームを設置するなどの体制の強化を図ります。 

○ 拠点病院等は、地域の医療機関やかかりつけ医*、在宅療養支援診療所*、訪 

問看護事業所等の医療・介護を担う機関、関係団体、行政等と連携し、高齢が 

ん患者や家族等の療養生活を支えるための体制整備とともに、地域の課題に 

ついて検討します。 

○ 地域医療連携パス（以下「パス」という。）については、あり方についての国 

の見直しを踏まえて、治療上、パスの活用が有効と思われるがん種及び口腔ケ 

ア*について、医療連携の推進と利便性・効率性向上、医療の質向上の視点から、 

運用を進めていきます。 

○ 千葉県がん診療連携協議会にがんゲノム医療専門部会を新たに設置し、が 

ん患者ががんゲノム医療*を受けられる体制の構築と、患者・家族の理解を促 

し、精神面でのサポートや治療法選択の意思決定支援を可能とする体制の整 

備を目指します。 

 

〔がんと診断された時からの緩和ケア*の推進〕 

○ 拠点病院等を中心としたがん診療に携わる医療機関は、院内の全ての医療従 

事者間の連携を診断時から確保するとともに、医療者と患者・家族のコミュニ 

ケーションの充実に努め、患者・家族が、身体的・精神心理的・社会的苦痛等 

に対する相談や支援を受けられるよう体制を強化します。 

○ 拠点病院等は、がん診療に緩和ケア*を組み入れた体制の整備・充実に努め、 

緩和ケア外来の開設日の増加など、量的な拡充を行い、緩和ケア*が早期に提供 

できる機会の拡大を図るとともに、緩和ケアチーム*の施設間格差を縮小し、質 

の向上を目指します。 

 

〔希少がん*、難治性がん〕 

○ 拠点病院等は、希少がん*・難治性がんの患者の診断・治療に関しては、積 

極的に千葉県がん診療連携協議会における役割分担の整理を活用し、対応可 

能な施設への紹介やコンサルテーションにより対応します。 

○ 拠点病院等は、難治性がんに関する情報を集約化し、難治性がんの治療成 

績の向上等に資する研究開発の促進や診療の質の向上を図るとともに、患者 

に対し、適切な情報提供を行います。 
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〔小児がんおよびＡＹＡ世代のがん対策〕 

○ 千葉県がん診療連携協議会の小児がん専門部会を中心に、引き続き、県内 

の小児がん連携病院*・拠点病院等のネットワーク化及び長期フォローアッ 

プを受けられる体制づくりを進めていきます。 

○ 県は、千葉県がん・生殖医療相談支援センター*、拠点病院等と密に連携し 

ながら、「千葉県小児・ＡＹＡ世代のがん患者等の妊孕性温存療法研究促進事 

業*」を実施し、がん患者への適切・円滑な妊孕性温存療法等の実施と経済的 

負担の軽減を図ります。 

○ 小児がん経験者や家族を対象としたピア・サポートサロンやピア・サポート 

活動への参加者を対象とした研修会、小児・ＡＹＡ世代のがんに関する講演会 

等の開催により、継続的に小児がんにおけるピア・サポート活動を推進してい 

きます。 

○ 県では、「千葉県若年がん患者在宅療養支援事業」の実施により、若年末 

期がん患者の在宅療養に要する介護サービス等にかかる経済的負担の軽減 

を図ります。 

 

〔高齢者のがん対策〕 

○ 拠点病院等は、高齢者のがんに関して、併存症の治療との両立が図れるよう、 

関係する診療科と連携する体制を確保します。また、意思決定能力を含む機能 

評価を行い、各種ガイドラインに沿って、個別の状況を踏まえた対応を図りま 

す。 

○ 高齢のがん患者や障害を持つがん患者について、患者や家族の意思決定 

支援の体制を整え、地域の医療機関との連携等を図り総合的に支援します。 

○ 高齢者のがん患者それぞれの状況（複数の慢性疾患を有している、介護事業 

所等に入居しているなど）に応じて、適切ながん医療を受けられるよう、地域 

の医療機関及び介護事業所、訪問看護事業所と治療・緩和ケア・看取り等にお 

いて連携体制の整備を進めます。 

 

〔口腔ケア*に関する医科歯科連携〕 

○ 拠点病院等は、がん治療を開始する前に適切な口腔ケア*を受けられる体制 

の整備とともに、周術期の口腔健康管理や、治療中の副作用・合併症対策、口 

腔リハビリテーションなどについて、院内又は地域の歯科医師と連携し、がん 

患者が継続した口腔ケア*を受けるための医科歯科連携の取組を引き続き促進 

します。 

 

〔相談、情報提供、患者の生活支援〕 

○ 拠点病院等は、がん相談支援センター*において、がん患者や家族等が持つ医 

療や療養等の課題に関して、病院を挙げて全人的な相談支援を行います。また、 

外来初診時から治療開始までを目処に、がん患者・家族が必ず一度はがん相談 

支援センター*を訪問することができるよう、主治医等の医療従事者が、診断早 

期に患者・家族へ同センターの支援機能について説明を行います。 
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○ 県は、千葉県ピア・サポーター*の養成数の増加や更なる質の向上、活躍の場 

の拡大に取り組み、県及び拠点病院等は、患者サロンや患者団体によるイベン 

ト等について、周知広報を行い、患者・家族がピア・サポートを受けられる機 

会の増大に努めます。 

○ がん診療連携協議会の相談支援専門部会を中心に、相談支援の病院間連 

携・協力体制づくりを推進し、効果的な周知・広報及び利用促進の手法等を 

検討します。 

○ 県及び千葉県地域統括相談支援センター*は、「ちばがんなび*」及び「がんサ          

ポートブック」について、関係団体と連携し、情報の更なる充実と認知度向上 

に努めます。 

○ 拠点病院等のがん相談支援センター*では、ハローワーク、社会保険労務士、 

千葉産業保健総合支援センターなどの外部の専門職と連携し、患者の能力や適 

性、希望、病状、治療状況等を考慮した就職支援に取り組むとともに、がんを 

抱える従業員の働き方に関する事業者・企業の人事労務担当者からの相談や、 

事業者・企業と担当医との間の調整についても引き続き取り組みます。 

○ 県は、「千葉県がん患者アピアランスケア支援事業」を実施し、がん治療やそ 

の副作用による外見の変化を補うアピアランスケア用品の購入費用等につい 

て、患者の経済的負担の軽減を図ります。 

 

〔地域緩和ケアの推進〕 

○ がん患者が望んだ場所で過ごすことができるよう、拠点病院等を中心に、 

地域の医療機関や在宅療養支援診療所*、訪問看護事業所等の医療・介護を担う 

機関と連携した在宅を含めた地域における緩和ケア*提供体制の整備を推進し 

ます。 

 

〔がん研究〕 

○ 千葉県がんセンターは、県内機関と連携し、がん、特に難治性がんの発生 

メカニズムや転移の抑制等の研究、基礎研究の成果を治療法や医薬品に実用 

化する研究、ゲノム解析等による早期診断法の開発、さらに免疫療法や放射 

線療法も含めた集学的治療*の研究開発を行います。 

○ 千葉県がんセンターは、国際水準に準拠した質の高い臨床研究を促進しま 

す。臨床研究中核病院である千葉大学医学部附属病院や国立がん研究センタ 

ー東病院、その他の県内の拠点病院等との連携を充実させ、県民がいち早く 

新規開発治療に アクセスできるような臨床試験・治験体制の整備を図りま 

す。 

○ 千葉県がんセンターは、全国がん登録情報の分析やその他の研究成果により 

得られる地域的な特徴などを考慮しつつ、低侵襲診断技術（血液・尿・唾液 

などの体液や画像での診断）開発研究を推進し、がん発症リスクが高い県民 

を把握した検診方法や効果的な予防対策の研究を行います。 
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〔人材育成の強化〕 

○ 千葉県がんセンターは、がん専門修練医制度を活用してがん医療に専門的 

に携わる医師を育成するとともに、拠点病院等におけるチーム医療を支援する 

ため、専門職種ごとの研修を充実させ、多職種協働が可能な人材の育成を行 

います。 

○ 拠点病院等は、放射線療法や薬物療法を行う専門的な医師や薬剤師、看護 

師、診療放射線技師等の育成･確保に努めるとともに、地域の医療、看護に 

携わる人材の教育、研修に取り組みます。 

 

〔がん教育の推進〕 

○ 県及び拠点病院等の医療機関は、市町村、教育機関、医師会、患者団体等 

の協力のもと、引き続き、子どもを含む県民に対し、生活習慣や遺伝子等の 

がんの発生に関する基本的な情報を含めたがんに関する正しい知識や、がん 

患者への理解を通じて健康と命の大切さに対する認識を深めるためのがん教 

育を推進します。 

 

〔がん登録*〕 

○ 県は、情報の正確性・安全管理を徹底し、全国がん登録*を推進するとともに、 

全国がん登録*の意義や仕組みについて県民や医療機関等に広く周知を図り 

ます。 

○ 千葉県がん診療連携協議会は、拠点病院等以外のがん診療を担う医療機関に 

おける、国の標準登録様式に基づいた院内がん登録*の適切な実施を推進し、千 

葉県がんセン ターは、院内がん登録実務者への研修等により、県内の院内がん 

登録実施施設を支援し、院内がん登録*の精度向上を図ります。 

 

エ 施策の評価指標 

    ※この評価指標は「第４期がん対策推進基本計画（令和 5 年 3 月 28 日閣議決   

定）」の趣旨に則り、千葉県がん対策審議会及びその各専門部会で検討を行い 

策定した「第４期千葉県がん対策推進計画」の内容を要約したものです。 

なお、現時点で国の計画に目標値の設定がない指標については、県計画にお 

いても目標値を設定していませんが、今後、国において見直しが行われ、目標 

が設定された場合は、千葉県がん対策審議会及びその各専門部会において検討 

していく予定です。 

（※の数値目標及び目標設定年（度）は「健康ちば21（第3次）」と同様としています。） 

 

〔基盤（ストラクチャー）〕 

指  標  名 現状 目標 

街頭キャンペーンの実施回数や

参加者数（喫煙（受動喫煙を含む）

に関する知識の普及啓発） 

開催回数：1 回 

（令和 4 年度） 

第４期がん対策推進

基本計画に設定なし 
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指  標  名 現状 目標 

啓発物資の作成数や配布数（喫煙

（受動喫煙を含む）に関する知識

の普及啓発） 

・学ぼう！たばこの

健康影響について

62,000 部配布 

・ＣＯＰＤチラシ 

30,000 部配布 

・この中にいくつあ

るかわかる？タバコ

が原因の病気（ポケ

ットティッシュ）

58,000 個配布 

・知っておきたいた

ばこと健康について

23,000 部配布 

・守るのはあなたで

すタバコとお酒が妊

娠へ与える影響

45,000 部配布 

・なくそう！望まな

い受動喫煙（ウェッ

トティッシュ）

78,000 個配布 

・STOP!!受動喫煙

（カイロ）50,000 個

配布 

〃 

研修の実施回数や参加者数（喫煙

者の禁煙を支援） 

開催回数 1 回 

受講者数 103 名 

（令和 4 年度） 

〃 

禁煙治療に関するリーフレット

の作成枚数や配布枚数 

禁煙啓発用ポケット

ティッシュ 5,000 個

配布 

〃 

禁煙指導者研修会開催回数や参

加者数 

開催回数 1 回 

受講者数 103 名 

（令和 4 年度） 

〃 

禁煙治療に関する情報のホーム

ページ等への掲載状況 

千葉県ホームページ

に掲載 
〃 

啓発物資の作成数や配布数（ライ

フステージに応じた適正な食生

活を送るための普及啓発） 

集計中 〃 
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指  標  名 現状 目標 

啓発イベント実施状況（実施回数

や参加者数）（がん検診の必要性

や重要性などがんに関する正し

い知識の普及啓発） 

実施回数：２回（①

がん予防展・がん講

演会②ピンクリボン

キャンペーン） 

参加者数：①がん予

防展：約 1000 名、が

ん講演会：266 名②

1220 名（啓発グッズ

配布枚数） 

（令和 4 年度） 

〃 

市町村等がん検診担当者研修会

の開催状況（開催回数、参加者数、

実施テーマ） 

開催回数：1 回 

参加者数：約 80 名

（Zoom 入室数） 

実施テーマ：がん検

診事業の基礎、令和 4

年度個別検診機関に

おける精度管理調査

の概要、市町村チェ

ックリストの各チェ

ックリスト項目のと

らえ方について 

（令和 4 年度） 

〃 

受診勧奨実施市町村数 集計中 〃 

集団検診機関及び個別検診機関

におけるがん検診精度管理調査

において評価が A または B の機

関数 

集団検診機関 

胃がん(X 線)：8 機関

（8 機関中） 

大腸がん：13 機関

（14 機関中） 

肺がん：15 機関（15

機関中） 

乳がん：6 機関（6 機

関中） 

子宮頸がん：2 機関

（2 機関中） 

〃 

市町村におけるがん検診精度管

理調査における実施率 

・集団検診 

胃がん（エックス

線）：88.9% 

〃 
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指  標  名 現状 目標 

大腸がん：86.5% 

肺がん：88.3% 

乳がん：86.8% 

子宮頸がん：88.6% 

・個別検診 

胃がん（エックス

線）：82.9% 

胃がん（内視鏡）：

85.7% 

大腸がん：84.5% 

肺がん：82.0% 

乳がん：80.0% 

子宮頸がん：78.5% 

（令和３年度） 

医師等を対象とした従事者研修

会の実施状況（実施回数、参加者

数） 

開催回数：1 回 

受講者数：143 名 

（令和４年度） 

〃 

指針に基づくがん検診を実施し

ている市町村数 
集計中 〃 

指針に基づかないがん検診の中

止市町村数 
集計中 〃 

千葉県がん診療連携協議会開催

数 

26 回 

（令和４年度） 
〃 

緩和ケア研修会受講者数（医師・

歯科医師、その他の職種） 

拠点病院医師・歯科医

師 4340 名 

拠点病院以外の医師・

歯科医師 1418 名 

その他の職種 1874

名 

（令和５年３月まで

の累計） 

〃 

拠点病院等及び千葉県がん診療

連携協力病院の緩和ケアチーム

新規診療症例数 

5,804 件 

（令和３年） 
〃 

千葉県がん診療連携協議会緩和

医療専門部会開催数 

2 回 

（令和４年度） 
〃 
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指  標  名 現状 目標 

千葉県がん診療連携協議会口腔

ケア専門部会開催数 

2 回 

（令和４年度） 
〃 

啓発物資の作成数や配布数（口腔

ケアの重要性についての普及啓

発） 

口腔ケアハンドブッ

ク 20 部配布 

口腔がんを予防しま

しょう 600 部配布 

（令和４年度） 

〃 

研修の受講者人数（がん相談支援

センターの機能の充実） 

28 人 

（令和４年９月１日

時点） 

〃 

新規の相談件数（がん相談支援セ

ンターの認知度向上及び利用促

進） 

22,049 件 

（令和３年） 
〃 

ピア・サポーターズサロンちばの

開催回数 

ピア・サポーターの人数 

開催回数 24 回 

人数 117 人 

（令和４年度） 

〃 

「千葉県がん情報 ちばがんな

び」の啓発回数、更新回数 

啓発回数 0 回 

更新回数 1 回 

（令和４年度） 

〃 

「ちばがんなび」の更新回数 
1 回 

（令和４年度） 
〃 

拠点病院等１施設あたりの地域

連携推進のための多施設合同会

議の開催数 

40 回 

（令和３年） 
〃 

在宅緩和ケアに関する研修会（千

葉県がんセンター委託事業） 

2 回 

（令和４年度） 
〃 

緩和ケアに関する社会資源調査 

診療所 136 施設 

病院 15 施設 

訪問看護事業所 248

施設 

（令和４年度） 

〃 

全国がん登録システムへの入力

件数 

69,820 件 

（令和４年度） 
〃 

申請件数（全国がん登録の情報の

活用） 

4 件 

（令和４年） 
〃 

事業報告書の作成（全国がん登録

の情報の活用） 

作成した 

（令和元年） 
〃 
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指  標  名 現状 目標 

院内がん登録実務者研修会の参

加人数 

196 人 

（令和４年度） 
〃 

院内がん登録集計数 
２１施設 

（令和２年） 
〃 

 

〔過程（プロセス）〕 
指  標  名 現状 目標 

男性の喫煙率 

女性の喫煙率 

男性 21.9％ 

女性 6.9％ 

（令和 3 年度） 

男性 12.0％ 

女性 5.0％ 

（令和 14 年度）※ 

１５～１９歳の喫煙率 男性 1.6％ 

女性 1.2％ 

（令和 3 年度） 

0％ 

（令和 14 年度）※ 

妊娠中の喫煙率 1.5％ 

（令和 3 年度） 

0％ 

（令和 14 年度）※ 

受動喫煙の機会を有する人の割

合 
行政機関： 2.1％ 

医療機関： 3.7％ 

職  場：19.5％ 

家  庭： 5.0％ 

飲 食 店：16.0％ 

（令和 3 年度） 

望まない受動喫煙の

ない社会の実現 

（令和 14 年度）※ 

男性平均食塩摂取量 

女性平均食塩摂取量 

男性 10.9％ 

女性 9.4％ 

（平成 27 年度） 

男性 7.5g 

女性 6.5g 

（令和 14 年度）※ 

野菜摂取量の平均値（１日あた

り） 

308g 

（平成 27 年度） 

350g 

（令和 14 年度）※ 

果物摂取量の平均値（１日あた

り） 
－ 

200g 

（令和 14 年度）※ 

男性 40g 以上の割合 

女性 20g 以上の割合 

（1 日あたりの純アルコール摂

取量） 

男性 13.5％ 

女性 9.4％ 

（令和 3 年度） 

男性 10.0％ 

女性 6.4％ 

（令和 14 年度）※ 

胃がん（50～69 歳）（がん検診の

受診率） 

49.8％ 

（令和 4 年） 

60％ 

（令和 10 年度） 

肺がん（40～69 歳）（がん検診の

受診率） 

52.2％ 

（令和 4 年） 

60％ 

（令和 10 年度） 
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指  標  名 現状 目標 

大腸がん（40～69 歳）（がん検診

の受診率） 

46.2％ 

（令和 4 年） 

60％ 

（令和 10 年度） 

乳がん（40～69 歳、過去２年）

（がん検診の受診率） 

55.0％ 

（令和 4 年） 

60％ 

（令和 10 年度） 

子宮頸がん（20～69 歳、過去２

年）（がん検診の受診率） 

47.5％ 

（令和 4 年） 

60％ 

（令和 10 年度） 

胃がん（精密検査受診率） 
85.2％ 

（令和 2 年度） 

90％ 

（令和 10 年度） 

肺がん（精密検査受診率） 
83.3％ 

（令和 2 年度） 

90％ 

（令和 10 年度） 

大腸がん（精密検査受診率） 
67.3％ 

（令和 2 年度） 

90％ 

（令和 10 年度） 

乳がん（精密検査受診率） 
91.7％ 

（令和 2 年度） 

90％ 

（令和 10 年度） 

子宮頸がん（精密検査受診率） 77.9％ 

（令和 2 年度） 

90％ 

（令和 10 年度） 

PDCA サイクル実施件数 
16 件 

（令和 4 年度） 

増加 

（令和 11 年度） 

がん等の診療に携わる医師等に

対する緩和ケア研修会を修了し

た医師数 

拠点病院等 4,341 名 

拠点病院等以外 1,409

名 

（令和 5 年 3 月まで

の累計） 

増加 

（令和 11 年度） 

がん等の診療に携わる医師等に

対する緩和ケア研修会を修了し

た医療従事者 

1,867 名 

（令和 5 年 3 月まで

の累計） 

増加 

（令和 11 年度） 

緩和ケアチームへの年間依頼数 
5,873 件 

（令和 3 年度） 

増加 

（令和 11 年度） 

口腔ケアの地域医療連携を行っ

ているがん診療連携拠点病院等

の施設数 

10 病院 

（令和 4 年度） 

増加 

（令和 11 年度） 

がん相談支援センターの認知度 

病院利用 60％ 

患者会員 83％ 

（令和 5 年度） 

増加 

（令和 11 年度） 

がん相談支援センターの相談件

数 

22,049 件 

（R3.1.1～

R3.12.31） 

増加 

（令和 11 年度） 
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指  標  名 現状 目標 

がん相談支援センター利用者の

満足度 

病院利用 91％ 

患者会員 96％ 

（令和 5 年度） 

増加 

（令和 11 年度） 

サロン開催病院数（ピア・サポー

ターの活動の場の拡大） 

対面開催 16 箇所 

（平成 30 年度） 

ﾘﾓｰﾄ開催 24 回 

（令和 4 年度） 

拡大 

（令和 11 年度） 

「千葉県がん情報ちばがんなび」

の認知度 

一般県民 

10.1％ 

がん患者（病院利

用） 7％ 

がん患者（患者会

員） 53％ 

（令和 5 年度） 

50％ 

（令和 11 年度） 

住まいの場での死亡割合 

28.5％ 

（令和 3 年） 

16.9％ 

（令和元年） 

維持 

（令和 11 年度） 

がん患者の看取りをする在宅療

養支援診療所及び一般診療所数 

136 か所 

（令和 4 年度） 

増加 

（令和 11 年度） 

国の標準様式に基づく院内がん

登録の実施医療機関数 
41 

増加 

（令和 11 年度） 

 

〔成果（アウトカム）〕 
指  標  名 現 状 目 標 

がんによる７５歳未満年齢調整

死亡率＊（人口１０万対） 

男性 79.5 

女性 54.3 

（令和 3 年） 

減少 

（令和 11 年度） 
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